
【輸送】⾼頻度打上げに資するロケット部品・コンポーネント等の開発（経済産業省）

背景・⽬的

（参考）宇宙技術戦略での記載

国内外で衛星等の打上げ需要が増加し、世界的にロケットの打上げ機会が不⾜している状況の中、我が国においても、衛星事業者
は打上げ機会を求めて、海外での打上げを選ばざるを得ないため、経済的損失や技術開発の遅れなどが⽣じている。このため、国内外の
衛星打上げ需要を満たす、⾼頻度打上げが可能な宇宙輸送システムの構築は喫緊の課題となっているが、これは単独のロケットのみでは
実現が困難であるため、複数ロケットへの供給も視野に⼊れた部品・コンポーネント、燃料等のサプライチェーン強化が必要である。加えて、
衛星事業者のさまざまなニーズに対応するためには、ロケットの打上げ能⼒や衛星搭載効率の向上、打上げ価格の低コスト化等も併せて
必要である。これらの課題を解決するため、本テーマでは国際競争⼒のある⾼頻度打上げを実現するロケット部品・コンポーネント等の量
産化・⼩型軽量化・低コスト化等の技術開発を⽀援する。これにより、我が国の宇宙輸送システムにおける⾃律的かつ持続的なサプライ
チェーンの構築を⽬指す。

⽀援規模︓195億円

産業基盤については、部品・コンポーネントの⽣産設備の⽼朽化、部品・材料の枯渇、代替可能な製品の⽋如、⼀社依存による供給途絶、事業の採算割
れ（製造ライン維持に必要な数量不⾜）、海外製品への過度な依存、海外製品の価格⾼騰・⻑納期化・輸出許可⼿続・不利な条件の調達契約等のリス
クを抱えていることが確認された。⼀⽅、技術基盤については、品質管理・品質保証の能⼒不⾜、各種試験設備の不⾜、部品枯渇に伴う代替品の再試験・再
開発の負担、ロケットの量産化技術の⽋如、まとめ⽣産する需要規模の不⾜、業界全体が利⽤できる部品に関するデータベース不⾜、ロケット製造や打上げオ
ペレーションの⾃動化・省⼈化の遅れ等の問題が確認されている。（後略）（ ４.（３）ⅰ.サプライチェーンの⾃律性確保）

宇宙技術戦略の４．宇宙輸送において「⾮常に重要」、「重要」、「検討が必要」とされている技術のうち、２．の⽬標の達成と関連の
ある部品・コンポーネント等※に対して量産化技術開発、⼩型軽量化技術開発、⾼機能化技術開発、低コスト化技術開発等を実施す
る。 ※詳細は実施⽅針を参照すること。

技術開発実施内容

本テーマの⽬標
基本⽅針で定められている「2030年代前半までに、基幹ロケット及び⺠間ロケットの国内打上げ能⼒を年間30件程度確保」に向けて、

ロケット打上げ事業者の打上げ計画に対応した製造・供給能⼒等を獲得するために、下記の技術開発を推進する。
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 部品・コンポーネントの量産化による打上げの⾼頻度化
 部品・コンポーネントの⼩型軽量化、⾼機能化による打上げ能⼒の強化
 部品・コンポーネントの⾼機能化による衛星搭載効率の向上
 部品・コンポーネントの低コスト化による打上げ価格の低コスト化
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【輸送】⾼頻度打上げに資するロケット部品・コンポーネント等の開発（経済産業省）

研究開発スケジュール（イメージ）

2033203220312030202920282027202620252024

B
A

技術開発推進体制
 提案する技術開発の実施に必要な知⾒・技術や当該分野の技術開発実

績を有していること
 獲得する製造技術の適⽤先を多様に想定し、将来的な顧客候補先企業

と⼗分にすりあわせを⾏いながら技術開発を進める体制を構築していること
 開発する部品・コンポーネントの社会実装に向けて、他産業への活⽤も含

めた持続的な事業計画（量産計画、資⾦調達、販路拡⼤等）を有して
いること 等

評価の観点

 １件あたり⽀援総額︓ 40億円（上限）
 採択予定件数︓ 10件程度
 ⽀援期間（最⻑）︓ ４年
 委託・補助の別︓ 補助
 ⽀援の枠組み︓ A／B
 ステージゲートの有無︓ 有（２年⽬を⽬途に実施）

⽀援のスキーム

SG
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 供給予定のロケット事業者から提⽰される要求仕様への適合性
 ⼩型軽量化、⾼機能化、共通化等、ロケット打上げ能⼒に対する寄与度（例えば、従来の製品⽐〇〇％のサイズダウン、従来機

器衛星の搭載可能質量〇〇％増等、定量的な数値を⽤いること）
 申請時点のTRL及び事業開始以降の各TRLにおける検証計画（⾶⾏実証要否含む）の妥当性
 ロケットシステム全体の低コスト化に対する寄与度（提案内容・⾦額に対するコスト削減効果）
 ロケットの⾼頻度打上げに対する寄与度（納期の短縮、供給量増加が供給予定のロケットの打上げ機数の増加にどの程度貢献する

か（各ロケット事業者の打上げ計画に対応できるか）、及びそれらの持続的な供給体制等）
 複数のロケット事業者・機種への供給・適⽤の有無
 事業としての持続性（他産業への裨益、外需の獲得、リスク分散等） 等



【輸送】⾼頻度打上げに資するロケット製造プロセスの刷新（経済産業省）
背景・⽬的

（参考）宇宙技術戦略での記載

国内外の衛星打上げ需要に応える、国際競争⼒のある宇宙輸送システムの構築が必要であるが、
そのためには、ロケット部品・コンポーネント等の量産化・⼩型軽量化・低コスト化等のみならず、⽣産に
係るリードタイムの短縮も必要不可⽋である。しかし、⼀部のロケット部品等において、既存の製造⽅法
では⽣産量の増加や⽣産時間の縮⼩、低コスト化等には限界があり、早期に⾼頻度打上げを実現す
るためには、量産化に対応した製造プロセスの確⽴が必要である。そのため、本テーマでは⾼頻度打上
げに資するロケットの部品・コンポーネントの製造プロセスの刷新に向けた取組を⽀援する。これにより、
別テーマである「⾼頻度打上げに資するロケット部品・コンポーネント等の開発」と合わせて、我が国の宇
宙輸送システムの根幹である国内サプライチェーンの強靱化を強⼒に後押しし、早期に国内ロケットの
⾼頻度打上げの実現を⽬指す。

⽀援規模︓245億円

加えて、発注から納⼊までに時間を要する⼤型の部品・コンポーネントの製造⼯程の短縮に資する、難加⼯・特殊加⼯の効率化技術や、ロボット等による組
⽴作業の⾃動化技術、効率的な品質保証技術等による製造プロセスの刷新が重要である。（４.（２）ⅱ．④その他の基盤技術）

 ⼤型部品であるロケット構造体の難加⼯・特殊加⼯の効率化を実現する製造技術開発
 組⽴等の⼈⼿を要する作業の効率化を実現する技術開発
 品質保証検査の効率化を実現する技術開発

技術開発実施内容

本テーマの⽬標
基本⽅針で定められている「2030年代前半までに、基幹ロケット及び⺠間ロケットの国内打上げ能⼒を年間30件程度確保」に向け

て、ロケット打上げ事業者の打上げ計画に対応した製造・供給能⼒等を獲得するために、下記の製造プロセスを刷新する技術開発を
推進する。
 ⼤型部品であるロケット構造体の難加⼯・特殊加⼯の効率化によるリードタイムの短縮及び低コスト化
 組⽴等の⼈⼿を要する作業の効率化によるリードタイムの短縮及び低コスト化
 品質保証検査の効率化によるリードタイムの短縮及び低コスト化
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【輸送】⾼頻度打上げに資するロケット製造プロセスの刷新（経済産業省）

研究開発スケジュール（イメージ）

2033203220312030202920282027202620252024

B
A

技術開発推進体制
 提案する技術開発の実施に必要な知⾒・技術や当該分野の技術開発実

績を有していること
 獲得する製造技術の適⽤先を多様に想定し、将来的な顧客候補先企業

と⼗分にすりあわせを⾏いながら技術開発を進める体制を構築していること
 開発する部品・コンポーネントの社会実装に向けて、他産業への活⽤も含

めた持続的な事業計画（量産計画、資⾦調達、販路拡⼤等）を有して
いること 等

評価の観点

 １件あたり⽀援総額︓ 60億円（上限）
 採択予定件数︓ 10件程度
 ⽀援期間（最⻑）︓ ４年
 委託・補助の別︓ 補助
 ⽀援の枠組み︓ A／B
 ステージゲートの有無︓ 有（２年⽬を⽬途に実施）

⽀援のスキーム

SG
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 供給予定のロケット事業者から提⽰される要求仕様への適合性
 申請時点のTRL及び事業開始以降の各TRLにおける検証計画（⾶⾏実証要否含む）の妥当性
 ロケットシステム全体の低コスト化に対する寄与度（提案内容・⾦額に対するコスト削減効果）
 ロケットの⾼頻度打上げに対する寄与度（納期の短縮、供給量増加が供給予定のロケットの打上げ機数の増加にどの程度貢献

するか（各ロケット事業者の打上げ計画に対応できるか）、及びそれらの持続的な供給体制等）
 複数のロケット事業者・機種への供給・適⽤の有無
 事業としての持続性（他産業への裨益、外需の獲得、リスク分散等） 等



【輸送】射場における⾼頻度打上げに資する汎⽤設備のあり⽅についてのフィージビリティスタディ（経済産業省）

背景・⽬的

（参考）宇宙技術戦略での記載

⾼頻度の打上げには、射場といった地上系インフラの整備が必要である。整備が必要なものとしては射場側とロケット事業者側が⽤意す
るものがあるが、国内のロケットは、形状・⼨法等の仕様が異なっており、ロケット事業者が個別にロケットと射場を繋ぐための治⼯具を開発
（設計、製造、検査）する場合、開発費に加えて、開発後の維持コスト等がかかり、⼤きな経済的負担が発⽣するため、打上げ価格に
影響を与える可能性がある。さらに、整備に必要な資⾦調達に時間を要することから、ロケット開発や初号機打上げまでのスピード感が失
われ、開発期間の⻑期化が懸念される。また、各ロケット事業者が個別に治⼯具を整備した場合、射場での打上げ準備作業の⼯程が増
加し準備期間が⻑期化する可能性があり、ロケット事業者の打上げ頻度の低下の他、射場側にも打上げ回数減少による稼働率の低下
や、収益の減少など射場運営に影響を及ぼす可能性がある。こうした懸念を解消するためには、各ロケット事業者が共通的に使⽤可能な
治⼯具（以下「汎⽤設備」という。）を整備することが必要であるため、本テーマでは、ロケット事業者の経済的負担を軽減するとともに、ロ
ケット開発の加速と国際競争⼒の強化が期待される汎⽤設備のあり⽅についてのF/Sを実施する。

⽀援規模︓５億円

これらの射場設備や打上げ運⽤等に関する技術を実現する際には、射場における打上げ回数や打上げ頻度に関する具体的なビジネスモデルを前提条件とし
て想定し、コスト⾯及び納期⾯（リ―ドタイム短縮等）で国際競争⼒を強化できる技術を⽬指すべきである。（後略）（４.（２）.ⅱ.⑥.射場・宇宙港技
術）

① 海外の先進事例を調査、参考としつつ、我が国における汎⽤設備のコンセプトの検討
② 汎⽤設備に必要な要求事項（ロケット側／射場側）の検討
③ 汎⽤設備を対象としたビジネスモデルの検討
④ ①及び②に係る概念設計を⾏い、開発、製造コストの検討
⑤ ②及び③、④の結果を基にした費⽤対効果の検証及び、整備費⽤とロケット事業者の負担軽減との関係の整理

技術開発実施内容

本テーマの⽬標
各ロケット事業者が共通して使⽤可能となる汎⽤設備のコンセプトと要求仕様の検討を⾏う。また、要求仕様に基づき、開発・製造に

要するコストや実際に運⽤するとなった場合の経費についても検討を⾏い、各事業者が直⾯する経済的負担の軽減となるビジネスモデル
の成⽴性を検討する。

5



【輸送】射場における⾼頻度打上げに資する汎⽤設備のあり⽅についてのフィージビリティスタディ（経済産業省）

研究開発スケジュール（イメージ）

2033203220312030202920282027202620252024

D

技術開発推進体制
 ロケット事業者や射場運営事業者、射場設備等の製造事業者など関

係する事業者が参画していること
 参画する事業者が持つ専⾨知識や技術を集約しつつ、汎⽤設備のコン

セプトをとりまとめるとともに概念設計を⾏うなど技術的な検討を進めること
ができる体制を構築していること

 汎⽤設備を対象としたビジネスモデルや整備した場合の費⽤対効果の検
証など汎⽤設備の事業性について検証ができる体制・知⾒等を有してい
ること

評価の観点

 １件あたり⽀援総額︓ ５億円（上限）
 採択予定件数︓ １件
 ⽀援期間（最⻑）︓ ２年
 委託・補助の別︓ 委託
 ⽀援の枠組み︓ D
 ステージゲートの有無︓ 有（１年⽬を⽬途に実施）

⽀援のスキーム

SG
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① 汎⽤化の妥当性（複数のロケット事業者に裨益するものと
なっているか）

② 実現可能性（汎⽤設備の開発及び運⽤が可能であるか）
③ 経済的効果（各ロケット事業者が開発、整備した場合と⽐

較して負担軽減に寄与するか
④ 海外調査について、適切なベンチマークを設定しているか

©JAXA
©JAXA



【衛星】衛星データ利⽤システム実装加速化事業（経済産業省）
背景・⽬的
我が国の宇宙産業市場の拡⼤には、ロケット・衛星等宇宙機器の最終需要者に価値を提供するソリューションの市場拡⼤が不可⽋。この観点にお

いて、衛星データを活⽤したソリューションの市場拡⼤は宇宙産業全体の市場規模拡⼤のカギになる。衛星データを利⽤したソリューションは社会課題
解決に向けて貢献することが期待される中、海外企業の取組が加速しているため、市場獲得の機会を失うばかりか、国内の様々な産業の成⻑の原
動⼒や社会課題の解決が海外システムへの依存を深めることとなる。
このため早期に市場獲得に向けた取り組みが必要となり、国内産業の成⻑や社会課題の解決が促進される国際競争⼒のあるソリューションの開発

が求められる。本テーマでは、社会実装を⽬的とした衛星データ利⽤システムの開発・実証を⽀援し、衛星データ利⽤の環境整備を⾏う。また、グロー
バル展開を⽬指す取り組みを進めることで、上記課題の解決をし、宇宙ソリューション市場の拡⼤を⽬指す。

⽀援規模︓176億円

技術開発実施内容

本テーマの⽬標

7

 （A）衛星データ利⽤システムの開発・実証（補助）
国内外の官需・⺠需や社会課題等のニーズに対応する、社会実装を⽬的とした衛星データ
利⽤システムによるソリューションの開発・実証、及び事業化実証。

 （B）海外における衛星データ利⽤システム等の開発・実証、社会実装基盤整備（委託）
海外において衛星データ利⽤システム等の開発・実証・社会実装を推進し、グローバル市場で
のビジネス化に繋げるために必要となる基盤の整備を⾏う。

 （C）衛星データ利⽤システムの開発・実証環境整備（委託）
衛星データ利⽤者が、多種な衛星データの品質・特性を踏まえてこれを利⽤することができるよ
う、衛星データを⼀元的に評価することが可能となる評価⼿法を開発する。

基本⽅針で定められている「2030年代早期までに、国内の⺠間企業等による主要な通信・衛星データ利⽤サービスを国内外で新たに30件以上社会
実装」の実現を⽬指す。このため、５年間を⽬途に、多種多量な衛星データが利⽤できる環境構築に向けた共通基盤の整備を⾏うとともに、衛星デー
タ利⽤システムの実利⽤の⽀援を通じ、10件程度の衛星データ利⽤システムを社会実装することで上記基本⽅針に定められた⽬標に貢献する。

（参考）宇宙技術戦略での記載
こうしたリモートセンシングを活⽤したソリューション市場は黎明期である。このため、官需だけでなく⺠需、国内市場だけでなく国際市場への展開も⾒据えた衛星
データ利⽤の開発・実証を⾏い、実証結果をふまえた官⺠におけるソリューションの積極的な実装を進めることが⾮常に重要である。（２.Ⅲ.（２）①ニーズに
即した情報を抽出するための複合的なトータルアナリシス技術 ⅱ.技術開発の重要性と進め⽅）

出典︓JAXA

衛星データ利⽤システムイメージ



【衛星】衛星データ利⽤システム実装加速化事業（経済産業省）

研究開発スケジュール（イメージ）

技術開発推進体制

評価の観点

⽀援のスキーム

8

• 我が国全体の宇宙分野の技術分野リソース等も鑑み、有効な体制
となっていること。また、研究代表者⽼い呼び研究分担社が⽬標達
成に向け、リーダーシップ及びマネジメントを発揮できること。

• 公募時に提⽰する様式に基づくステークホルダー（投資家・⾦融機
関、利⽤省庁を含む顧客候補等）からの評価の内容。 等

（A）想定ユースケースにおいて必要となる衛星データ利⽤システムの開
発の技術⼒を有していること。 等

（B）海外における衛星データ利⽤システム等の開発・実証、 ビジネス
化に推進に必要となる各ステークホルダー（⽇本側/現地側の産
官学⾦等）を識別し、実施体制内外での関係性、役割分担を
整理した上で、各者と密な連携を図り、計画を実施できる体制で
あること。 等

（C）我が国衛星事業者の観測センサ（光学、SAR、ハイパースペクト
ル）の校正・検証技術、衛星データの補正技術及び利⽤事例
に関する知⾒、実績を有していること。 等

 １件あたり⽀援総額/委託総額︓
（A）（⼤企業）0.15億〜20億円程度、

（中⼩企業・SU）0.2億〜20億円程度
※実施者負担含む補助対象事業総額︓0.3億〜40億円程度

（B）ASEAN 10億円以下
中東 6億円以下
インド 3億円以下
その他 3億円以下

（C）10億円〜30億円程度
 採択予定件数︓(A)30件程度、(B)ASEAN・中東・インド各1件程度、

その他2件程度（計5件程度）、(C)1〜3件程度
 ⽀援期間（最⻑）︓(A)１〜５年、(B)(C)５年
 委託・補助の別︓(A)補助（⼤企業1/2、中⼩企業・SU2/3）、

(B)(C)委託
 ⽀援の枠組み︓(A)A、 (B)(C) D
 ステージゲートの有無︓ 有 （(A)(B)(C)２年⽬を⽬途に実施）

2033203220312030202920282027202620252024

A（A）

（B） SG

SG

SG

（C）

D
D



【衛星等】⾰新的衛星ミッション技術実証⽀援（経済産業省）

背景・⽬的

（参考）宇宙技術戦略での記載

⽀援規模︓120億円

（前略）今後、より幅広いユーザーニーズへの対応を可能とするためには、従来の通信、測位、観測、軌道上サービスの縦割りによる思慮だけではなく、各ミッ
ションの⾰新的な技術はもとより、それらを横断、融合し、複雑・⾼度な軌道の活⽤も含め新たな価値を⽣み出すための技術であり、今後わが国が宇宙分野に
おける⾼い競争⼒を獲得・維持していく上で重要である。 （２．V．（3）横断的課題【ミッション融合】）

 ミッションコンセプト及びビジネスモデルの精緻化を⾏う。その実現のため、⾰新的な衛星サービスを実現する構
想・技術について、コンポーネントレベル及びシステムレベルのEM/FM開発、軌道上実証、ビジネスモデル実
証等を実施する。

 実証に必須となる周辺技術（地上局やデータ処理技術等）の開発・実証を提案に含めることも可能とする。

技術開発実施内容

本テーマの⽬標
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 今後、市場が急拡⼤することが⾒込まれる先端的・⾰新的な衛星ミッションの開発・実証を⾏い、
本事業終了後５年以内の社会実装を⽬指す。

 採択事業のうち少なくとも３分の１が事業終了時に投資家からの資⾦調達や国内外の官需を含
む顧客候補からのLOI（Letter of Intent）を得られることを⽬指す。

基本⽅針で定める「2030年代早期までに、国内の⺠間企業等による衛星システムを５件以上構築」に向けて、既存事業の成⻑だけ
でなく衛星産業における⾰新的なゲームチェンジに取り残されず⽇本が国際競争⼒を維持できるよう、2030年度までを⽬途に、以下を
⽬標とする技術開発を推進する。（TRL8〜9相当の完了）

©JAXA©JSS

海外が次世代の衛星ビジネスによるゲームチェンジを⾒据え先端的・⾰新的な衛星ミッションの開発に取り組む中、我が国の宇宙産業が
既存の衛星ミッションの延⻑線上に取り組むのみでは、将来、衛星産業における⾰新的なゲームチェンジが起こった場合、国際競争に⼤き
く劣後する恐れがある。それに対抗するには、我が国に存在する、将来のゲームチェンジャーとなりうる先端的・⾰新的な新規衛星サービス
構想のうち、事業可能性の⾼いものについて政府がその実現を⽀援することが必要である。
このため、本テーマでは、宇宙技術戦略で重要性や検討の必要性が識別されている様々な衛星分野を対象に、そのようなサービスの実

現に必要な⾰新的衛星ミッション技術の開発を⽀援し、実証機会を提供し事業化を加速化する。



【衛星等】⾰新的衛星ミッション技術実証⽀援（経済産業省）

研究開発スケジュール（イメージ）

2033203220312030202920282027202620252024

B

技術開発推進体制
 組織として衛星開発・運⽤の実績があること⼜は実績がある⼈員により

構成された体制を有していること
 事業の社会実装に向けた事業計画（資⾦調達計画、⼈員体制構

築、必要に応じた他の事業者等との連携体制構築、周波数調整
等）を実現可能な体制を構築していること 等

評価の観点

 １件あたり⽀援総額︓ 70億円（上限）
 採択予定件数︓ ３件程度
 ⽀援期間（最⻑）︓ ５年
 委託・補助の別︓補助

開始時︓⼤企業3/4、中⼩企業・SU1/1
SG後︓ ⼤企業2/3、中⼩企業・SU3/4

 ⽀援の枠組み︓B（開始時）／A（SG後）
 ステージゲートの有無︓有（２年⽬を⽬途に実施）

⽀援のスキーム

SG
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 ターゲットの市場が2030年代早期には⾜元の市場の５倍以上に成
⻑する分野だと⽰せていること

 グローバルな事業展開を狙い、MOU等を締結して他国の協業先と進
めている研究・開発・実証事業について、当該他国の政府・宇宙機関
等から⽀援を受けている⼜は⽬指していること

 技術開発課題の⽬標や関連の指標、各技術開発テーマの成果⽬標
の達成等に⼤きく貢献し得る技術の創出や商業化等に向けて実現可
能性を有し、実効的な計画であること 等

A



【分野共通】宇宙機の環境試験の課題解決（経済産業省）
背景・⽬的

（参考）宇宙技術戦略での記載

衛星等の宇宙機やその部品・コンポーネント（以下「宇宙機等」という）の各種環境試験に使える設備は国内に点在しているが、試験
技術、試験基準、設備、専⾨⼈材に関する課題により、衛星コンステレーションの構築をはじめとする宇宙機需要の急増や継続的な宇宙
技術の新規開発に伴う試験需要の増加に対して、各種環境試験において試験機会が不⾜している。また、各種環境試験を効率的に⾏
うためには適切な試験評価基準等が必要となるが、衛星コンステレーションのように量産を前提とした新たな試験評価の考え⽅が⽣まれつ
つあるにも関わらず、⽇本においては、引き続き、政府衛星等の⼤型衛星向けの試験評価基準が基本となっており、新たな試験評価基
準が整備されていない。このため本テーマでは、「試験機会の増加・効率化・低コスト化」「試験評価基準等の多様化・最適化」「これらの
課題に継続的に対応する産業エコシステムの構築」を含む課題に対応する技術開発・基盤構築を⽀援する。これにより、衛星コンステレー
ションの構築をはじめとする宇宙機需要の急増への対応や、新たに開発された宇宙技術の迅速な試験及び利⽤、COTS品の宇宙転⽤の
拡⼤、⾮宇宙産業者の宇宙産業参⼊につなげ、ひいては我が国の宇宙機等の開発・製造の国際競争⼒の向上に貢献する。

⽀援規模︓230億円

（前略）複数の宇宙機で汎⽤的に利⽤できるコンポーネントやソフトウェア等を実現するCOTS品の宇宙機への適⽤拡⼤に向けては、耐放射線性、耐真空性、
耐熱性、及び耐衝撃性等の環境試験、信頼性評価、対策等に取り組む必要がある。また、宇宙機製造機数の増加も⾒込まれる中、国内の各種環境試験
設備が不⾜しており、これを解消することも喫緊の課題である。したがって、試験⼿法の最適化や効率化、試験結果や各種ノウハウを業界内で共有する仕組み
の構築等を進めるとともに、新たな試験装置の導⼊も⾮常に重要である。（後略）（５．（２）④開発サイクルの⾼速化や量産化に資する開発・製造プロ
セス・サプライチェーンの変⾰ ⅱ技術開発の需要性と進め⽅）

 （A）各種環境試験（放射線試験を除く）の課題解決
（補助・委託）
• 各種設備を集約した試験環境の構築及び適切な試験実

施に資する技術⽀援等の実施による各種環境試験の効
率性向上に資する環境の構築・実証（補助）

• 試験評価基準の多様化・最適化及びそれら評価基準の
信頼性向上、各種試験⼿法の効率化・最適化（委託）

技術開発実施内容

本テーマの⽬標
宇宙機等の各種環境試験における試験全体に要する⼯期・コストの４分の１から２分の１削減及びミッションやサイズに合わせた試

験・評価の実施に資する基準の共通理解の形成を⽬指す。
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 （B）放射線試験の課題解決（補助）
Ⅰ 放射線試験の課題に対応する設備の開発

電⼦デバイス等に対する放射線試験のうち、シングルイベント評
価に利⽤できるプロトン・重イオンの加速器設備における効率
的・効果的なビーム照射⼿法及び設備の開発 等

Ⅱ  放射線試験の課題（設備以外）に対応するシステム開発等
効率的な放射線試験に向けた開発実証及び各種試験⼿法
の効率化・最適化



【分野共通】宇宙機の環境試験の課題解決（経済産業省）

研究開発スケジュール（イメージ）

技術開発推進体制
(A) 試験を実施する者、試験評価基準の策定・活⽤にかかる

ステークホルダー、有識者等からの協⼒を得られる体制
であること 等

(B)Ⅰ 開発した試験設備を持続的に宇宙利⽤に配分する
事業計画を有していること 等

Ⅱ 試験効率化に資する持続的な産業エコシステムを構
築可能な事業計画を有していること 等

評価の観点

 １件あたり⽀援総額︓
（A）45億円、（B）Ⅰ 80億円、Ⅱ 40億円
 採択予定件数︓
（A）２件程度、（B）Ⅰ 3件程度、Ⅱ １件程度
 ⽀援期間︓５年程度（最⻑）
 委託・補助の別︓
（A）補助・委託、（B）Ⅰ 補助、 Ⅱ 補助
 ⽀援の枠組み︓有（A）A・D（B）Ⅰ D Ⅱ B
 ステージゲートの有無︓有 ((A)(B)２年⽬、４年⽬を⽬途に実

施)

⽀援のスキーム
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（A） 各種環境試験に要する全体⼯期・コストの低減に対する寄
与度 等

（B）Ⅰ 宇宙向けマシンタイムの持続性（事業期間終了後も機能を
維持できる計画・体制等）

Ⅱ 放射線試験に要する全体⼯期・コストの低減に対す
る寄与度 等
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